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投資家・アナリストが期待する主な開示のポイント：MD&A

（重要な会計上の見積り）

• 減損に関する開示について、例えば、減損をしていないが兆候が見られたものや、営業活動から生ず

る損益がマイナスとなったもの等についても幅広く開示することは、自社の減損リスクをしっかり把握し

ていることが分かり有用



２.店舗固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(a) 減損の兆候が識別され当連結会計年度に減損損失を計上した店舗

(b) 減損の兆候が識別されたものの、当連結会計年度に減損損失を計上して

いない店舗

(c) 当連結会計年度のみ営業活動から生ずる損益がマイナスとなっている店舗

● 株式会社 丸井グループ（1/1）有価証券報告書（2022年3月期） Ｐ31、P71-72 
【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ※ 一部抜粋

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識および分

析・検討内容は次のとおりです。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会

計年度末現在において判断したものです。

① 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められ

ている会計基準に基づき作成しています。この連結財務諸表を作成するにあ

たって、資産、負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす見積りおよび仮定

を用いていますが、これらの見積りおよび仮定に基づく数値は実際の結果と異

なる可能性があります。

連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積りおよび仮定のうち、重

要なものは「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表

注記事項 （重要な会計上の見積り）」に記載しています。

【連結財務諸表等】 ※ 一部抜粋

（百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

減損後固定資産帳簿価額 1,342 383

減損損失 233 841

（百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

固定資産帳簿価額 4,263 8,269

（百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度

固定資産帳簿価額 755 －

(2) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

固定資産の減損に係る会計上の見積りにあたり、固定資産のグルーピングについ

て、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、各店舗

の資産または資産グループ（以下「店舗固定資産」という。）が使用されている「営

業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっているかまたは、継続してマイナス

となる見込みである」、もしくは「使用範囲または方法について回収可能価額を著し

く低下させる変化がある」等の場合に、減損が生じている可能性を示す事象（以下「

減損の兆候」という。）を識別しています。

なお、各店舗の営業活動には、小売の損益だけではなく、フィンテックの損益を

生み出す源泉となるエポスカードの発行も含まれるととらえており、減損の兆候の有

無の判定にあたり、店舗固定資産が使用されている営業活動から生ずる損益について

、各店舗における小売の営業損益に各店舗がカード発行を通じてフィンテックにもた

らした損益として、各店舗において過去に発行したエポスカードから生じるフィンテ

ックの営業損益に過去に閉店した店舗の実績に基づく、閉店後に利用されなくなるエ

ポスカードの割合を乗じた金額を加算した金額を用いています。

減損の兆候があると判定された店舗については、店舗固定資産から得られる割引

前将来キャッシュ・フロー見積りの総額が帳簿価額を下回った場合に、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しています。

(3) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

各店舗の店舗固定資産から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積

るにあたっての主要な仮定は、店舗別の販売戦略に基づく将来の商品売上高、店舗賃

貸収入、店舗固定費、カード発行数、カード利用率等および新型コロナウイルスの感

染拡大と収束時期です。

店舗別の販売戦略に基づく将来の商品売上高、店舗賃貸収入、店舗固定費につい

ては、過年度の実績をもとに、各店舗の改装計画・リニューアル計画等の影響を考慮

し、見積っています。また、将来のカード発行数・カード利用率等については、安定

的な成長を見込み、それぞれ見積っています。

新型コロナウイルスの感染拡大と収束時期については、事業計画に基づき、一定

期間新型コロナウイルス感染症の影響が続く前提のもと、会計上の見積りを行ってい

ます。

なお、将来キャッシュ・フローの算定等に用いた仮定に大幅な変更が生じた場合

には、翌連結会計年度の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

減損の兆候が識別されている店舗については、上記の主要な仮定と将来の実績と

が乖離し、翌連結会計年度の各店舗の損益が悪化した場合、また、当連結会計年度の

み営業活動から生ずる損益がマイナスとなっている店舗については、翌連結会計年度

についても営業活動から生ずる損益がマイナスとなる場合には、減損の兆候があると

判定され、翌連結会計年度において減損損失を計上する可能性があります。

【注記事項】

(重要な会計上の見積り)

当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額が会計上の見積りによるもの

のうち、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクがある項

目は以下のとおりです。
（中略）（１）

（２）

（１）減損損失の実績に加え、減損の兆候が識別されたものの減損損失を計上
していない店舗や営業活動から生ずる損益がマイナスとなっている店舗
の帳簿価額を記載

（２）減損の見積りにおける主要な仮定の内容を端的に記載

5-9５．「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（MD＆A）」 (２) 「重要な会計上の見積り」の開示例



【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ※ 一部抜粋

(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

① 重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基

準に基づき作成されております。この連結財務諸表の作成に際し、資産、負債、収益、費用

の報告数値に影響を与える見積りおよび仮定を用いておりますが、見積り特有の不確実性が

あるため実際の結果は異なる可能性があります。連結財務諸表の作成にあたって用いた会計

上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりであります。

・ 有形固定資産および無形固定資産の減損評価

当社は、のれんを含む有形・無形固定資産の価値が毀損していないかどうかを確認する

ために、各資産または資産グループの減損兆候の有無を調査した上で、割引前将来キャッ

シュ・フローに基づき減損損失の認識の判定を行っております。その結果、減損損失の認

識が必要と判断された場合には、資産の帳簿価額のうち回収不能部分について減損損失を

計上しております。

この減損損失の認識・測定に用いる将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画や使

用価値の算定に用いる割引率等は、その性質上会計上の判断や仮定を伴うものであります

が、割引前将来キャッシュ・フローや回収可能価額の下落を引き起こすような事業環境の

変化により見積りの見直しが必要になった場合には、追加的な減損損失が発生する可能性

があります。

当連結会計年度においては、INTERFACIAL CONSULTANTS LLC（加工材料セグメントに属す

る連結子会社。以下、IFC）が手掛ける樹脂分野の製品・製造プロセス開発事業に係るのれ

んおよびその他の無形資産等について減損損失を計上しました。IFCは樹脂等の分野におい

て革新的な技術プラットフォームおよび顧客ニーズに合わせた製品・技術・製造プロセス

開発能力を有しており、それらを当社グループに取り込むことを目的として2020年３月に

IFCの持分の75％を取得することにより同社を連結子会社化しました。IFCの持分の取得時

点における事業計画では、IFCが保有する技術プラットフォームや製品・技術・製造プロセ

ス開発能力を活かした製品の製造・販売による収益の拡大を見込んでいましたが、北米で

の新型コロナウイルス感染症拡大や、それに伴う半導体の供給不足の影響を受け、2020年

12月期および2021年12月期のIFCの経営成績は当初の事業計画を下回り継続して営業損失を

計上しました。

上記の状況を受け、当連結会計年度においてIFCの事業に関連する資産グループについて

減損兆候を識別し、また回収可能価額が当該資産グループの帳簿価額を下回ったことから

減損損失を計上しました。なお、回収可能価額には使用価値（当社の取締役会で承認され

たIFCの最新の事業計画を基礎とした将来キャッシュ・フローの割引現在価値）を用いてお

ります。使用価値の算定における主要な仮定は事業計画における主要顧客への販売数量、

売上原価率、割引率であります。主要顧客への販売数量、売上原価率については過年度の

事業計画と実績の乖離状況およびその要因、現在入手し得る将来予測情報の内容を踏まえ

その合理性を評価し、割引率については貨幣の時間価値およびIFCが営む事業特有のリスク

を反映しております。

詳細については「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 注記情報（連

結損益計算書関連）および (セグメント情報等) 関連情報 報告セグメントごとの固定資産

の減損損失に関する情報」をご参照ください。

● ⻑瀬産業株式会社（1/1）有価証券報告書（2022年3月期） P25 

▪ 減損損失の計上に至った経緯を具体的に記載するとともに、見積りにおけ
る主要な仮定の内容を端的に記載

5-10５．「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（MD＆A）」 (２) 「重要な会計上の見積り」の開示例



● 三井化学株式会社（1/1）有価証券報告書（2022年3月期） P31、P93、P119 

【連結財務諸表等】 ※ 一部抜粋

【連結財務諸表注記】

(5) 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、国際会計基準審議会によって公表されたIFRS

に準拠して作成しております。また、当社は連結財務諸表規則第１条の２に掲げる

「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定を適用し

ております。連結財務諸表の作成に当たり、当連結会計年度における資産・負債及

び収益・費用の報告金額並びに開示に影響を与える将来に関する見積りを実施する

必要があります。経営者は、これらの見積りについて、当連結会計年度末時点にお

いて過去の実績やその他の様々な要因を勘案し、合理的に判断しておりますが、実

際の結果は見積り特有の不確実性があるため、将来においてこれらの見積りとは異

なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表作成において採用する重要な会計方針、会計上の見

積り及び当該見積りに用いた仮定につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結

財務諸表等（１）連結財務諸表 連結財務諸表注記 ３．重要な会計方針」及び

「４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断」に記載しております。

【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ※ 一部抜粋

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

当社グループは、連結財務諸表を作成するために、会計方針の適用並びに資産、

負債、収益及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行う必

要があります。実際の業績は、これらの会計上の見積り及びその基礎となる仮定と

は異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は、継続して見直され、会計上の見積りの見直し

による影響は、当該見直しを行った会計期間及び将来の会計期間において認識され

ます。

なお、新型コロナウイルス感染拡大による影響は翌連結会計年度以降も継続する

ものの、各国において徐々に経済が回復すると共に、海外市況も当連結会計年度に

引き続き堅調に推移すると見込んでおります。一方で、ウクライナ危機に起因する

原油価格の高騰や円安の進行が長期化する恐れがあるなど、翌連結会計年度以降の

連結財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクも生じております。

当社グループの連結財務諸表に重要な影響を与える可能性のある会計上の判断、

見積り及び仮定は以下のとおりであります。

・企業結合により取得した資産及び引き受けた負債の公正価値の見積り

（注記「７．企業結合」参照）

・棚卸資産の評価（注記「10．棚卸資産」参照）

・非金融資産の減損（注記「18．非金融資産の減損」参照）

・確定給付制度債務の測定（注記「24．従業員給付」参照）

・繰延税金資産の回収可能性（注記「35．法人所得税」参照）

・償却原価で測定する金融資産の減損（注記「37．金融商品」参照）

（中略）

18．非金融資産の減損

当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

減損損失の内訳

・福岡県大牟田市 製造設備

ポリウレタン原料事業において、原料の１つであるトリレンジイソシアネート（以

下、「TDI」という。）類は国内と海外向けに出荷しておりますが、海外向けの輸出価

格はボラティリティが高く売上収益の予測が困難である一方、製造コストは原油価格

の高騰を受け、主原料であるナフサの他、諸原料、用役も高騰しており、また製造設

備の維持関連費用などのコストも増加しております。このことから翌連結会計年度以

降、継続的な営業損失が見込まれ、当該資産グループに減損の兆候が生じているもの

と判断し、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。なお、回収可能価額は使

用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため零

として評価しております。

使用価値を算定するための将来キャッシュ・フローは、経営者により承認された事

業計画を基礎としておりますが、当該事業計画にはTDI類の国内・海外向けの販売価格

及び製造原価といった経営者による主要な仮定を含んでおり、これらの仮定について

は、ウクライナ危機に起因する原油価格の高騰などの長期化の影響を含む不確実性の

影響を受ける可能性があります。

・オランダ 製造設備

当該事業用資産については、市場環境悪化により収益性が大幅に低下しており、投

資の回収が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。

なお、回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローを10.3％（税

引前の加重平均資本コスト）で割り引いて算定しております。

上記以外の個別に重要でない減損損失の主な内訳は、事業における建物及び構築物

、機械装置等の有形固定資産及び無形資産にかかるものであり、収益見込みの低下等

に伴い回収可能価額が帳簿価額を下回ったことから減損損失を計上しております。

（中略）

▪ 減損の見積りにおける主要な仮定について、ウクライナ情勢の影響による
不確実性も踏まえて記載

5-11５．「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（MD＆A）」 (２) 「重要な会計上の見積り」の開示例



！ 最新版は金融庁ウェブサイトに掲載しています。 https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/kaiji.html
！ 開示の好事例としての公表をもって、開示例の記載内容に誤りが含まれていないことを保証するものではありません。

https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/kaiji.html

